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１

強者と弱者

東電の電気料金値上げに反対して，値上げ分を払

わない「旧料金で支払う会」が闘っている。東電

側はこの運動を押しつぶそうとプレッシャーをか

けている。

生産者と消費者は，今日では対抗が宿命のように

なってきている。その利害は180度的に不一致で

あるという観念ができ上がってきている。資本主

義の発展過程では少なくとも消費者の観念におい

ても生産者と消費者の利益は一致するということ

であった。現代では生産者と消費者の利害関係は

一致しない，と消費者の側で思考するような気流

ができてきている。

明治いらい，政治は生産者を保護し消費者の保護

は考えてこなかった。しかしかれらにも言い分は

あった。生産者・企業を保護し，繁栄させれば雇

傭もふえ賃金も上がり，その結果として消費者も

保護されるという思想がそこにあった。しかし，

そのような楽観論は，現実ではむなしいものとな

り，生産者・消費者の利害対立という一般的な考

え方が定着してきている。

現在の時点でいうと，大企業はその巨大な資本力

によって市場を支配し，高い価格やよくない品質

を消費者に押しつけている。独禁法改正はこれを

防ごうと現在奮闘している。巨大であるがゆえに

その巨大を利用して大衆から収奪する。それに対

して大企業を分割せよ，などというのが今回の改

正点の一つである。

本来，資本を持った生産者と消費者の間には利害

の一致はないとみなければならない。何故か。独

禁法の理念には，対等，公正，自由な売買などか

おる。生産者と消費者がそうした対等な立場に立

ちうるものなら，公正な，自由な取引は可能であ

り利害が背反するはずがない。

現実には巨大企業がその力によって消費者に不利



な取引，売買を押しつけている。

また，大企業は競争を避け管理価格やカルテル価

恪を消費者に押しつけ，市場を支配するつよい立

場にある。

独禁法改正はこうした強者である独占，寡占企業

を分割して競争せしめようとし，また，ヤミカル

テルなど有利な地位づくりで価格がつり上げられ

た場合には価格引下げ命令権で現状回復を要求

し，大企業が中小企業などの持株によって系列支

配をつよめることを排除しようとめざしている。

しかし，現状をはなれてみても本来的に言って独

禁法の理念とするような対等，公正，自由はない

といわなければならない。論理的にも現実的にも

ありえないのである。

資本主義の発展過程では売手と買手の間に対等な

公正な取引が行なわれるのは偶然的なハプニング

に過ぎなかった。本質的にはその反対物といえる

社会であった。何故か。社会がはじめから現実と

しては格差の上に築かれた社会であったからだ。

そこにあったものは所有の大小＜持つものと持た

ざるもの，資本の大小などを含め＞，知識など能

力，技術，置かれた偶然的条件などだ。こうした

格差のある売手と買手の利益追求のエゴの対決の

場が売買であり，「経済」であり，「市場」であ

る。

格差それ自体が取引，売買において一方を優越の

地位に，他方を従属者，弱者の地位におとし入れ

るわけではない。格差に乗って格差を利用し利益

を得ようとするエゴ,それがなければ困る人間に

それを持つ人間が最も利益あるようにとふるまう

ところから，格差が強弱関係をつくり出す一因が

出てくる。

そうした食肉＜カンニバリズム＞の関係は，しか

し，一因にしかすぎない。強弱の関係を公認しあ

うという関係があることで強弱は成立する。「経

済」の世界とは，この公認の世界だ。

公認しあうということは強者と弱者との取引関係

を承認するだけでなく保証することを意味する。

強者弱者の間では「取引」とか「売買」といって

も，当然, もはや取引でもなく売買でもない。強

い者が弱い者から奪る，弱い者は奪られることで

あり，そのような世界を承認し保証するというこ

とは, もし弱い者が奪られることを拒否しようと

すればその拒否は否定され排除されることを意味

している。取引とは「強行」されるものなのだ。

そして，ここから格差が強弱を生むのである。

奪られた者が奪られることを知らない場合には，

異議申立ては出ない。また，奪られた者が異議を

申立て，奪り戻そうとすることは原則としては法

によって否定されている。奪られていることを意

識しても，市民的順法意識が異議を申立てたり奪

り戻すことをあきらめさせる。

奪られる側が奪られていると意識して抵抗する場

合には，奪る側の暴力，原則としては休制の秩序

に違背するものとして国家実力に出会わねばなら

ない。こうして抵抗は実力によって拒否される。

これが強弱を成立させる制度の図式だ。今日の段

階では国家が実力によって奪られる側の抵抗を押

しつぶすというメカニズムにおいて「経済」が成

立している。奪られる意識が広まり，つよまる気

流のなかで，抵抗が深化，拡大し，それにつれて

暴力によってまもらねばならない世界となってく

る。

この構造において対等でも公正でもない強弱の世

界がそこに現われている。

売手・企業と買手・消費者の間にも自由，公正と

か対等な関係はない。売手は競争する。なるべく

安くて良いものを供給し多くの買手を吸収するこ

とで利潤を大きくする。高く売る者は負け，安く

売る者が勝つ自由競争であるが，ここでも買手・

消費者は売手・企業と同じような自由の立場には

ないことから強弱関係が発生する。売手が資本を
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投下して業を企てるのは利益目的であって，満足

な利益がなくなれば資本を引揚げる自由がある。

買手である消費者は価格に不満でも生存・生活を

やめる自由，買わない自由はない。両者は不平等

な，強い者と弱い者の関係におかれている。「奪

る，奪られる」関係がそこから生れる。

２
競争の幻想化

しかし，いわゆる正統派的な考え方はこれとは違

っている。資本主義社会での競争下の価格決定の

原理は，需要供給の法則であるとされている。需

要量が供給量を上回れば商品の価格は騰貴し，逆

に供給量が需要量を上回れば下落する。騰貴と下

落の過程を通じて，常に新しい市場価格が形成さ

れる。消費者が望まない商品は，価格が下落して

最後には市場から姿を消していく。市場には需要

者要求にかなった商品のみが残っていく。逆に，

需要者が欲する商品は価格が上昇し，価格が上昇

した商品には生産者がふえ，供給量がふえてい

き，価格は適正な点に落ち着く。需要供給の法則

がよどみなく働くとき，価格は以上のような過程

をたどって，常に消費者の納得のいくところに落

ち着くはずである。そして消費者主権は常に確保

されるというのである。

しかし高度成長下の経済のおり方をみると，この

ような競争での自由法則には著しい修正が必要と

なることが感じられるのである。

独禁法は独占を排除して競争条件をととのえ競争

にもちこもうと努力している。しかしその目的が

達成されても，現代の競争が幻想的なものにすぎ

ないといわざるをえない。少なくとも古典時代の

競争と現代の競争とは本質において変っているこ

とが気づかれていないように思われる。高度成長

下の競争は，競争でない競争のはんらんのモデル
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をみせてくれた季節であったといえそうだ。生産

者・売手は他の売手よりも「安くて良いもの」一

価格は低く品質はよりよいものを提供しようと努

力する。そうすることによって，より多くの消費

者を吸収し，より多くの利益を獲得できるからで

ある。競争の目的は最大の利潤にあり，モラルで

はない。この競争によって消費者・買手は手をこ

まねいていても売手自身がたがいに競って価格を

下げあってくれることが期待できる。売手はとき

に残酷なまでの「競争の強制」下に置かれること

もある。それが競争というものの事実である。

しかし，この競争という売手の行動パターンが成

立するためにはつぎのことが前提になっていなけ

ればならないことが忘れられている。

消費者・買手の側に，どの売手が安くより良いも

のを提供してくれているのか，それを比較判断す

ることができる，ということである。

消費者の観念のなかには，自明の理として「安く

て良いもの」を選ぶ定式が定着している。しかし

これはモノを買う消費者の「観念」のなかに抽象

的に存在するだけのことなのであって現実の消費

者は実際の行動では反対のこと―「高くて悪いも

の」を買っていることがあまりに多い。

消費者は，品質において「より良い」ものを選び

より良くないものは買わない，との自明の合理的

観念をもっているのであるが，店頭で商品に対面

したとき，どの商品がよいのか彼の判断を越えて

いることが多い。いつも買って消費している野菜

や魚などの味については消費者はよく知ってい

る。しかし，消費者がその品質を判定できない商

品の数はあまりにも多くなってきているゆたかな

社会だ。消費者がその品質を知っていると思いこ

んでいる場合でも，事実は，彼の考えるものとは

ちがっているという場合があまりにも多い。

アメリカのマーケティングの専門家ルイス・チェ

スキンは「消費者は商品の品質を知らない」と言



ったことばが思い出される。高度成長下の日本は

品質不在，品質不明の商品群のはんらんの時期で

あった。現在もそうである。

品質がわからなければ効用はわからない。したが

って品質の比較も効用の比較も不可能となる。品

質，効用の比較が確定しないとすれば，それぞれ

の商品の価格について「どちらが高いか,安いか」

の比較も不可能となる。安くて良いものを買うと

いう消費者の行動原理が足場を失うことになり，

売手の方が「安くて良いもの」への競争を志向し

てみても，買手の側にどれが安くどれが良いのか

の判断がつかない場合には，売手の安くて良いも

のへの努力にもかかわらず客を吸収することはで

きない。買手に判断力のない場合には競争の成立

条件はないということになる。

しかし客は買わなければならない。客は「良いも

の」へ集ってこないで「良いと思うもの」へ集ま

る。

こうした条件の下で最大の利益を求める売手は，

できるだけ多くの客に「安くて良いと思わせる」

商品を提供することだ。

この点で，繁栄日本では他人志向型の消費者を売

手は存分に振りまわしてきた。結論をいえば，売

手が宣伝したものが消費者にとって良いとされ，

価格もそれにしたがって受け容れられてきたので

ある。

公正取引委員会によって年々商品の「不当表示」

が指摘され告発されている。アメリカでもおどろ

くべき数の欺隔商品が消費者の効用評価を偽って

いる。判断できないのに乗じてわからせなくす

る，良いと思わせる商法がはんらんする。

しかし，こうした形式上の基準に照らして品質を

偽る場合よりも独禁法も手のとどかないような欺

隔の方法が大きい分野を占めている。

たとえば製品間の差別化ということが大メーカー

の間でも重要な戦略となっているが有名な電器メ

－カーの経営者がつぎのように述べている。「し

かし競合製品の中で生きのびようとすると僅少の

差を，広告，セールス・プロモーション，パブリ

シティ，それにセールスマンのプロモーション手

段を通じて，大きい差にみせかけなければならな

い。プロモーション機能を通じて，品質機能的に

無差別なものを，差異のあるものと差別化してし

まう。その努力をする」。心理学や経済学が花ざ

かりであった成長下で広告，宣伝，その他マーケ

ティング手法が消費者心理を思う存分に操作した

なかでは，「人間か商品を選ぶ」というよりは

「商品が人間を選ぶ」といった方が適切，といえ

るような状況となった。ここから，良いと思わせ

る競争や，品質・価格で競争せず，なにか他のこ

とで客を「ひきつける」ものが競争に成功する事

実を生み出している。品質がわかっているもので

乱消費者にとってその効用が炭化することがあ

る。その品質への欲望が変るばあいだ。同じ魚も

祭や正月の前に値段が高くなるのは，消費者の欲

求が一時的につよくなるときで，衣料などについ

てもそうした現象がかなり著しく現れる。効用と

は欲望を満足させる機能と経済学は規定するが，

消費主体のその商品への欲求が大きくなれば効用

は大きくなる。大きくなった効用に対して大きい

支払いがうけ入れられる。

人為的に消費者の欲望を大きくすることで効用―

需要価格を高めることが成長下の大きな現象であ

った。

アルコールやタバコヘの嗜好が高まり，スポーツ

への観賞欲求の増大，音楽，レジャー，流行への

関心の高度化などはその1, 2の例に過ぎない。

アメリカ人もおどろく宣伝，マーケティングによ

る欲望開発，増進の10数年の成長過程であった。

広告，宣伝，販売促進の超高度成長の過程であっ

た。「商品を売るな，イメージを売れ」と欲望創

造の虚構の世界の開花期であった。
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こうしてみると，安くて良いものへの競争という

その内容は時代，条件によって大きくゆれ動く。

消費者の観念のなかにある安くて良いものの合理

主義も意味不明となる。競争は競争の名において

疑似的となる。そこに競争があったからといって

競争があったわけではない。

競争についてもう一つの修正をつけ加えておきた

い。現代という時点では古典的競争は資本の論理

での競争であり消費者は無視される。「安くて良

い」といってもそれは企業がわの立場で「売れる」

製品づくりであり，価格はコストのつみ上げに普

通利潤を加えたものというコスト主義である。

現代で消費者サイドに立つ生協やスーパーマーケ

ットの少くともその思想においては，企業のコス

ト主義とは異る志向をもっている。

その志向とは，価格は消費者の要求＜Ｎｅｅｄｓ＞に

よって決めなければならないという立場だ。

消費者の求める価格で提供できるような品質，生

産方法を探究し，供給方法を追及する。そのばあ

いでもコストは無視できないが,そのコストは「あ

とから」でき上る。資本の論理では消費者の要求

とは「売れた」という事実だけから理解されてい

る。止むなく買ったかどうかなどとは問わない。

その価格に満足しているかどうかは問わない。安

くて良いものの競争といっても企業のコスト主義

での「安くて良いもの」と消費者のニーズに基く

「安くて良いもの」とは異質なものがあるのだ。

この自由の論理の最大のワナは，「買手に買う，

買わないの自由がある」という点だ。

消費者はぜいたく品は買わない自由はあっても電

気やガスなど必需品を買わない自由はない。労働

者に働く，働かないの自由があるといっても,働

かない自由とは飢える自由でしかないのと同じ

だ。このような偽装の自由が法律でまもられてい

ることは，売手だけを国家の権力でまもり，自由

のない買手が生きるために売手に異議を中立てる

行動にふみきれば，自由売買の制度を犯すものと

して法の規制を受けなければならない。自由をま

もると称して法は売手の強制をまもる道具となっ

ている。

一方的な売手のなかで，買手はこの一方的な強制

性をうけいれるような心理状態になってしまって

いる。買手の方で不満なら異議を申立てればよい

といったような考え方ができなくなってしまって

いる。

買手のこうした姿勢から，売手ペースになってい

る。納得のできる売手と買手のあり方はどうなの

か。そうしたことについて消費者の価格感覚はマ

ヒしてしまっている。買手の意志が値段のなかに

入りこむのが当然，などといったような発想がど

こかで言われたりすると，なにか珍しいことのよ

うに聴く。

「売買」とは自由意志が本質的条件であるはずだ。

ところが，消費者に許されていることは，相手が

値段を決め，それが不満なら買わない自由がある

だけのことなのである。

モノの値段は売手が決め，その値段でないと売ら

ないことが当然になっている。消費者がたまたま

「その値段では買わない」と言い出せば「不買」

とさわぐ。しかし，売手が「その値段では売らな

い」ということは，売手の「不売」であることに

気がつかない。消費者は常に売手の「不売攻勢」

をかけられているのである。

３

価格の一方性

自由体制は売買自由の制度である。売手には売る

と売らざるの自由，買手には買うと買わざるの自

由がある。この自由制により妥当な価格が実現す

ると想定されている。

売買自由の裏には残酷な強制がかくされている。
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4―消費者の価格形成参加

消費者はそれではつねに売手の一方的な価格に強

制されてきたのか，というと，その反対の動きを

も持っていることは見逃せない。

大衆は長い間生活の必要に迫られて払える値段し

か払わないという姿勢もとってきたのである。な

がい間，せっけんやパソの30円時代が続いた。消

費者はせっけんは30円ときめており，売り手の方

も値上げすると相手にされなくなるおそれで，有

名品も値上げにふみきれなかった。生活必要品に

ついては昔から「消費者の値段」というものがあ

ったのだ。「そんな高いもの買えるか。安く売

れ」の要求が庶民の側にあった。売り手は客を納

得させる品づくり,値段づくりに努力したものだ。

これが破れた一つのキッカケは戦争中の統制経済

だ。政府のきめた統制価格に服従する習慣がつく

られた。また，高度成長過程でこの一方通行が増

幅した。メーカーが流通段階を小売店まで金力と

カラクリで支配し「メーカーの値段」を強制した

のである。これには消費者心理の操作が必要であ

った。歴史始まって以来のポケットのふくらみに

便乗して大衆を〝ゆたかな社会〟ムードに酔わせ

消費へかりたてた。大衆は「高いものは良いもの」

の幻想ももたせられ，値段を厳しくみつめる目の

光は消えた。「自分の値段」を忘れてメーカのつ

くり出す値段をのみこませられてきた。

今年の夏，姫路の消費者団体が「石油危機に国が

凍結価格品目を選んだが，価格の決定は業界サイ

ドだ」とし「必需品の値段は消費者の希望をいれ

るべきだ」と立ち上り，デパートと話しあった結

果，学用品，電気製品，衣類，雑貨など約150点

の価格を消費者団体の主張した値段＜市価の３割

安程度＞できめた。

これを「消費者がきめた値段」と簡単にみること

はできないが，そうした発想がなにほどか表われ

た一つの事実とみることができる。

寡占価格繁茂のなかで物価を下げようというほん

とうの努力はどこにも見当らない。公取委が独禁

法改正で物価安定の提案をしているが, これも政

・財界の反対で押しつぶされようとしている。消

費者自身が物価抑止にとりくむより他はないこと

を消費者は感じ始めてきている。

消費者の意識はこの1, 2年の間に転換を始めて

いる。特に石油危機，モノ不足における企業のモ

ノかくし，便乗値上げなどで，その意識ははっき

り転換してきた。

　「われわれは奪われている」と大衆が叫ぶ日本と

なった。

たとえば３月の世直し運動のよびかけは「暮らし

を奪いかえせ」であった。「まともな暮らしは奪

われてしまっている。政府や大企業や大銀行に奪

われてしまっているなら，奪いかえせ」。

その後，「奪われたものを奪＜と＞り戻す会」も結

成され，石油業界が消費者から不当に奪った価格

部分の返却を要求するマンモス訴訟も始まった。

「奪われている」意識は，突然出てきたものでは

なく，日本の社会の気流にそう叫ばせる流れが熟

成してきているからだ。今，意識的に「奪りかえ

せ」と表現されているものは，当面，昨冬の狂乱

時の大衆の無意識的な心情と行動を意識的に受け

とめ,それを表現したもの,とみることができる。

これは日本でよりはアメリカで一歩先に意識化さ

れた。企業が消費者から奪うという関係をラルフ

・ネーダーは「消費者は盗まれている＜ゼイ・ス

ティール・マネー＞」と叫んだ。アメリカのハリ

ス世論調査には「不当に値上げする商人と，こそ

泥とどっちがわるいか」の一項がみられる。

戦前の日本の大衆はひどい貧しさに嘆いた。しか

し「奪られている」の意識や行動は一にぎりの当

時の社会主義者の観念のなかに凍結していただけ

であった。
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解放と成長経済の戦後は日本から空腹と失業を追

放した。バラ色の未来学とセックス,アルコール，

ギャンブルが日本人に与えられ，ここでも「奪わ

れている」の意識は忘れられていた。

いまこの意識は開花した。そしてここから「奪ら

れたものを奪りかえせ」の意識の波紋が広がり，

行動が始まろうとしている。

インフレ過程の経済学的解明は経済学者に依存す

ることができなくなり，むしろ心理学者に聞けと

いう声がヨーロッパなどでいわれているが, P・

Ａ・サムエルソンはアメリカのインフレに対して

経済学者が的確な処分箇を出せないことを告白し

たが，しかしこれは経済学者が悪いのではない，

経済が複雑になってきたからだ，とつけ加えてい

る。

経済が複雑になるということはなにか。従来の経

済学の大前提になっていたような諸条件が変化し

始めている，ということが含まれていると思われ

る。従来の経済理論のたて前の一つは，消費者が

与えられた価格体系に適応して行動するというこ

とである。しかしいまや，消費者は価格を反撃す

る時代になってきている。かれらが「不当」「不合

理」とする価格に対して異議申立てを行動化する

という事態になっている。これは従来の経済学の

たて前と本質的にちがった点だ。

独占価格を独占価格たらしめているのは，消費者

が歎きながらもその高い価格を支払うということ

によってである。もし消費者が不買や不払いを実

行すれば独占価格は成り立たない。

不買，不払いといっても簡単ではない。しかし，

かりに消費者の不買，不払いの輪が拡がれば独占

価格もくだける。それがくだけえないという論理

はありえない。労働者がいかに努力しても，労働

力の価値以上に，賃金をひき上げることはできな

い，それは法則であるとされている。その当否は

別として消費者の運動の前に売手の価格が崩れ得
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ないとする法則はない。

電気料金値上反対で値上げ分不払いに立ち上がっ

た住民たちが，この数ヵ月間値上げ前の旧料金だ

けを会社に送りつけるなどで抵抗しているが，会

社側の「払わなければ電気を止める」などの脅し

が効を奏したためか，運動の輪はあまりはかばか

しく広がらない。

こうした運動は相当の数の消費者の間に広がって

ゆかなければ値上げ阻止の実は上がらない。脅し

や暴力で抑えられてしまっては，反対運動があっ

たというだけのことに終り，値上げはまかり通っ

てしまう。

しかし，多くの消費者がある日突然払わない，買

わないと言い出せば，大企業・独占メーカーとい

っても忽ち弱い一匹のネズミになってしまう。売

ることで成り立っている企業が売れなくなっては

どうすることもできない。「大きいことは強いこ

と」と強者が強者でありえたのは，買手・消費者

が売手の打ち出す価格に無自覚に服従していった

からである。消費者が大企業の価格の不合理なこ

とを感じはじめ，それに抵抗を始め，払わない，

買わないの輪が広まれば，その瞬間から強者は強

者でなくなる。

強者を強者にし弱者を弱者にするキメ手は，強者

に抵抗する人びとの輪が広がるか広がらないか，

それがキメ手である。

大企業は消費者のこうした抵抗の輪が広がること

をおそれる。だから，抵抗が起きると極力これを

終息させようと努力する。電気料金反対運動を消

そうとした東電の手口はまず，「電気を止める」

といって住民を脅し，ひるませることである。し

かしこんなことは実行できない。東京都民が値上

げ分を不払いしたからといって，東京を暗黒街に

はできないのである。

北海道のガス値上げ反対運動は機動隊に排除され

て，運動はその時点で止まって阻止は進展をみせ



　ることができなかった。電気・ガスの場合，とも

　に脅しや暴力で運動の輪が広がることが阻止され

　ている。物価は機動隊に守られることで上がって

　ゆくということになる。運動が広がれば上げるこ

　とができないガス代，電気代が機動隊や会社の脅

　しで輪の広がりが阻止されてゆく。

　しかし電気料金反対運動はまだ根づよく抵抗を続

　けているし，北海道の値上げ公聴会阻止の事件も

　地元新聞は好意的に報道しており，今後の狂乱物

　価への過程のなかで，市民の心のなかで反対運動

　への共感のム-ドがつよまり，火がつく可能性が

　ある。そうした気流があれば電気，ガスの反対運

　動もその輪が広がる｡可能性はつよい。

　自由体制のなかでは現実に法律にふれないかぎり

　利潤追及の自由がある。生産者は消費者に対して

　その強弱関係を利用して利益を獲得することがで

　きる。買占め,売惜しみによる利益も可能であり，

　大企業の暗黙の交渉による管理価格も可能だ。手

　薄の公取委の監視休制に対しては，ヤミカルテル

　も法をくぐることは容易である。利益獲得のため

　の条件をつくり出す機会は〝自由〟に与えられて

　いる。広告宣伝によって消費者を操作し価格をつ

　り上げることもできる。要するに利益への自由は

　解放されている。これが自由体制のなかでの生産

　者の立場だ。

　しかし，自由体制ということは生産者にだけ与え

　られている自由ではない。消費者も法に触れない

　範囲内において，これに対抗する行動の自由はあ

　る。消費者にやる気があればなんでもできる，と

　いえるような広汎な抵抗分野がある。不買，不払

　いの自由もある。最近，銀行を混乱させるという

　ゲリラ型ダメージ戦術が行なわれたが，預金引出

　し運動も,三井,三菱には預金しないで逆に引出し

　を集中することにより，他の銀行にも何時その攻

　撃目標とされるかをおそれさせることで，銀行全

　体に圧力を加えようという提唱がでてきている。

こうした消費者のゲリラ的抵抗，組織的抵抗はい

くらでも可能だ。消費者がそれを〝やりさえすれ

ば〟巨大な生産者に対する抵抗力となることがで

きる。電気料金不払い運動が拡がれば，巨大な電

力会社もその瞬間に単なるスクラップに化してし

まう。東電はこれをおそれて抵抗の挫折と蔓延の

阻止に熱中している。

心理的な弱点をつかれて，消費者の抵抗は停滞し

挫折することが多い。しかし，必ず崩れるわけで

はない。なにかの上昇気流が突風のように消費者

行動をあおることがあり，根づよい草の根が効を

奏することもある。

こうした点になると，生産者と消費者の力関係の

問題であり，一方は強力な手段を資力を背景に強

行するが，他方は多数の行動であることからそこ

に強味がある。ひゆ的にいえば，巨象も無数のア

リの群れが目や耳や鼻に入りこめば，夜も眠れず

ダウンである。多数の消費者にやる気がおきたと

きが，大きいことは弱いこととなるのであるが，

そのような不安な情勢が展望できるような状況に

なると，政治権力が立ち現われ，総括的に「賢い

消費者運動」や大衆の思想操作，地方ボスなどを

かいじゅうして抵抗する消費者運動にブレーキを

かけるような操作を打出す。こうした装備は十分

に効果的な機能をもっている日本である。生産者

の力と消費者の自覚の高まりとが生産者対消費者

の対抗の決め手となってきているのが現在という

時点の状況であろう。

＜東海大学教授＞
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